
特 記 事 項 
◇ 共 通 事 項 
・ 「漁港漁場関係工事共通仕様書(令和 4年 4月)」（全国漁港漁場協会）、「工事施工管

理基準・工事施工管理実施要領(令和 5年 10 月)」（福岡県農林水産部）、「土木施工

管理の手引き（令和 5年 10 月）」（福岡県県土整備部）および関係書籍を参照するこ

と。 
 
◇ 提 出 書 類 
・ 受注者は、提出書類を工事請負契約関係の様式集に基づいて、速やかに監督員に提

出しなければならない。これに定めないものは、監督員の指示する様式によらなけ

ればならない。 
 
◇ 工 事 用 地 等 
・ 受注者は、発注者から工事用地等の提供を受けた場合は、善良なる管理者の注意を

もって維持・管理するものとする。 
・ 設計図書において受注者が確保するものとされる用地及び工事の施工上受注者が必

要とする用地については自ら準備し、確保するものとする。この場合において、工

事の施工上受注者が必要とする用地とは、営繕用地（受注者の現場事務所、宿舎、

駐車場など）及び型枠又は鉄筋作業場等専ら受注者が使用する用地並びに構造物掘

削等に伴う借地等をいう。 
・ 受注者は、施工上必要な土地等を第三者から借用又は買収したときは、その土地等

の所有者との間の契約を遵守し、その土地等の使用による苦情又は紛争が生じない

ように努めなければならない。 
 
◇ 工 事 測 量 
・ 受注者は、工事着手後直ちに測量を実施し、測量標（仮ＢＭ）、工事用多角点の設置

及び用地境界、中心線、縦断、横断等を確認しなければならない。測量結果が設計

図書に示されている数値と差異を生じた場合は監督員の指示を受けなければならな

い。また受注者は、測量結果を監督員に提出しなければならない。 
 

◇ 諸 法 令 の 遵 守 
・ 受注者は、当該工事に関する諸法令を遵守し、工事の円滑な進捗を図るとともに、

諸法令の適用運用は受注者の責任において行わなければならない。なお、主な法令

は「漁港漁場関係工事共通仕様書」参照のこと。 
 



◇ 施 設 管 理 
・ 受注者は、工事現場における公物（各種公益企業施設を含む。）または部分使用施設

について、施工管理上、契約図書における規定の履行を以っても不都合が生じる恐

れがある場合には、監督員と協議できるものとする。 
 
◇ 環 境 対 策 
・ 受注者は、建設工事に伴う騒音振動対策技術指針、関係法令並びに仕様書の規定を

遵守の上、騒音、振動、大気汚染、水質汚濁等の問題については、施工計画及び工

事の実施の各段階において十分に検討し、周辺地域の環境保全に努めなければなら

ない。 
・ 受注者は、環境への影響が予知され又は発生した場合は、直ちに監督員に報告し､

監督員の指示があればそれに従わなければならない。第三者からの環境問題に関す

る苦情に対しては、受注者は規定に従い対応しなければならない。 
 
◇ 第三者に及ぼした損害 
・ 工事の履行について第三者に損害を及ぼした場合は、受注者は宗像市工事契約約款

第 29 条の規定により第三者の損害の補償をすること。また、補償額には補償契約

に関する調査（事前調査は含まない）、補償費算定の委託費用も含むものとする。 
・ 第三者に対する補償の窓口は受注者とする。ただし、委託費用に含む場合はこの限

りではない。また補償金の支払いは、発注者は所定の様式にて支払い、受注者につ

いては領収書か、これに代わるものを発注者に提出すること。 
・ 使用する道路や側溝、その他工事の影響を受ける恐れがあるものは写真撮影等によ

り事前調査を実施すること。また、必要に応じて管理者と立会を行い、現状の確認

を行うこと。 
 

◇ 受注者相互の協力 
・ 受注者は、規定に基づき隣接工事又は関連工事の受注業者と相互に協力し、施工し

なければならない。また、関連ある電力、通信、水道施設等の工事及び公共団体が

施工する関連工事が同時に施工される場合にもこれら関係者と相互に協力しなけれ

ばならない。 
 

◇ 安 全 対 策 
・ 安全監視船などについては配置箇所・配置人数について計画書(任意様式)を作成

し、監督員に提出し事前承認を得ること。 
 
 



◇ 工 程 
・ 当該工事区間では昼間(９時～１７時)での施工を行うが、事前に地元関係者及び監

督員の承諾を得て着手すること。また、他の船舶に対し特に配慮し､迷惑にならない

ように努めなければならない。 
・ 漁協等については、工事着手前に説明を行い、了解を得てから着手すること。 
・ 漁業関係者には、極力支障の出ないように工事を行うこと。 
 
◇ 設計内容の変更 
・ 諸官庁よりの指導、施工上の納まり、その他により設計内容を変更しようとする場

合は、監督員などと協議し、発注者の指示に従うこと。なお、軽微なものについて

工事費の増額は行わない。また、設計図書の差異等に起因しない場合や、受注者の

都合による内容変更については工事費の増額は行わない。 
・ 工期の延長は原則として認めない。ただし、不可抗力による損害（「漁港漁場関係工

事共通仕様書」参照のこと。）に起因する場合を除く。なお、その場合は速やかに工

期延長に伴う契約変更を締結すること。 
・ 既設防舷材の処分については、形状や寸法等が不明のため、当初設計では計上しな

いが、撤去完了後、協議の上処分を実施するものとする。また、費用については変

更契約の対象とする。 
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個人情報の取扱いに関する特記仕様書 

 

 （個人情報の保護） 

第１条 受注者及び業務従事者は、この契約による業務を行うための個人情報の取扱いに

ついては、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）、行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）及び

宗像市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年宗像市条例第２１号）の規定並び

に次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（個人情報の取扱い） 

第２条 受注者及び業務従事者は、この契約による個人情報の取扱いに当たっては、個人の

権利利益を侵害してはならない。 

（個人情報の収集） 

第３条 受注者及び業務従事者は、この委託業務の処理を行うために個人情報を収集する

ときは、受託業務の目的の範囲内で行うものとする。 

（守秘義務） 

第４条 受注者及び業務従事者は、本業務の履行により直接又は間接に知り得た個人情報

を第三者に漏らしてはならない。契約期間満了後又は契約解除後も同様とする。 

（再委託）  

第５条 受注者は、本業務を第三者へ委託（以下「再委託」という。）してはならない。 

２ 受注者は、やむを得ない理由により本業務の一部を第三者に委託する場合は、宗像市個 

人情報事務取扱要領の規定により書面にて発注者に申請し、書面による承諾を得た後で 

なければ行うことができない。 

３ 前項の場合、受注者は、再委託先に本契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、 

発注者に対して、再委託先の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。 

４ 受注者は、再委託先との契約において、再委託先に対する管理及び監督の責任を負うも 

のとする。 

５ 受注者は、再委託先に対して本業務を委託した場合は、その履行状況を管理・監督 

するとともに、発注者の求めに応じて、管理・監督の状況を発注者に対して適宜報告しな 

ければならない。 

（個人情報の管理） 

第６条 受注者及び業務従事者は、本業務において利用する個人情報を保持している間は、

次の各号の定めるところにより、個人情報の管理を行わなければならない。 

（１）施錠が可能な保管庫又は施錠若しくは入退室管理の可能な保管室で厳重に個人情報

を保管すること。 

（２）発注者が指定した場所へ持ち出す場合を除き、個人情報を定められた場所から持ち出

さないこと。 
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（３）個人情報を電子データで持ち出す場合は、電子データの暗号化処理又はこれと同等以

上の保護措置を施すこと。 

（４）事前に発注者の承認を受けて、業務を行う場所で、かつ業務に必要最小限の範囲で行

う場合を除き、個人情報を複製又は複写しないこと。 

（５）業務の遂行により個人情報を新たな様式、媒体等に記録した場合は、その様式、媒体 

のいかんを問わず、その処理については発注者の指示に従い処理すること。 

（６）個人情報を移送する場合、移送時の体制を明確にすること。 

（７）個人情報を電子データで保管する場合、当該データが記録された媒体及びそのバック

アップの保管状況並びに記録されたデータの正確性について、定期的に点検すること。 

（８）個人情報を管理するための台帳を整備し、個人情報の利用者、保管場所その他の個人

情報の取扱いの状況を当該台帳に記録すること。 

（９）個人情報の紛失、漏えい、改ざん、破損その他の事故（以下「個人情報の漏えい等の

事故」という。）を防ぎ、真正性、見読性及び保存性の維持に責任を負うこと。 

（１０）作業場所に、私用パソコン、私用外部記録媒体その他の私用物を持ち込んで、個人

情報を扱う作業を行わせないこと。 

（１１）個人情報を利用する作業を行うパソコンに、個人情報の漏えいにつながると考えら

れる業務に関係のないアプリケーションをインストールしないこと。 

（１２）受注者は、保有個人情報の適正な取扱い、情報システムにおける安全の確保及び保

有個人情報を取り扱う基幹的なサーバ等の機器を設置する室その他区域の安全管理につ

いて必要な措置を講じなければならない。 

（提供された個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止） 

第７条 受注者及び業務従事者は、本業務において利用する個人情報について、本業務以外

の目的で利用してはならない。また、発注者に無断で第三者へ提供してはならない。 

（個人情報の消去及び返却） 

第８条  受注者及び業務従事者は、この契約に反する行為があったとき、委託に係る業務

が終了したとき、委託期間が満了したとき、又は宗像市長からの委託の中止の通知があっ

たときは、本業務において利用する個人情報について、発注者の指定した方法により、速

やかに当該個人情報の消去及び媒体の返却を実施しなければならない。 

２ 受注者及び業務従事者は、本業務において利用する個人情報の消去及び媒体の返却を

実施する場合は、事前に消去及び返却すべき個人情報の項目、媒体名、数量、消去及び返

却の方法及び処理予定日を書面により発注者に申請し、その承諾を得なければならない。 

３ 受注者及び業務従事者は、個人情報の消去に際し発注者から立会いを求められた場合

は、これに応じなければならない。 

４ 受注者及び業務従事者は、本業務において利用する個人情報を消去する場合は、当該情

報が記録された電磁的記録媒体の物理的な破壊その他当該個人情報を判読不可能とする

のに必要な措置を講じなければならない。 
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５ 受注者及び業務従事者は、個人情報の消去及び媒体の返却を行った後、消去及び返却を

行った日時、担当者名及び消去及び媒体の返却の内容を記録し、書面により発注者に対し

て報告しなければならない。 

（定期報告及び緊急時報告） 

第９条  受注者及び業務従事者は、発注者から個人情報の取扱いの状況について報告を求

められた場合は、直ちに報告しなければならない。 

２ 受注者は、個人情報の取扱いの状況に関する定期報告及び緊急時報告の手順を定めな

ければならない。 

（監査及び検査） 

第１０条 発注者は、本業務に係る個人情報の取扱いについて、本契約の規定に基づき必要

な措置が講じられているかどうか検証及び確認するため、受注者及び再委託先に対して、

監査又は検査を行うことができる。 

２ 発注者が個人情報の秘密保護及び安全を確保するために必要があると認めた場合は、 

発注者が指定する職員を、個人情報を管理する施設へ立ち入らせて個人情報の管理状況 

その他これに関連する設備等の状態を検査することができる。 

３ 発注者は、前項の目的を達するため、受注者及び業務従事者に対して必要な情報を求め、

又は本業務の処理に関して必要な指示をすることができる。 

（事故時の対応） 

第１１条 受注者及び業務従事者は、本業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生し、又

は発生するおそれがあると認める場合は、その事故の発生に係る帰責の有無に関わらず、

直ちに発注者に対して、当該事故に関わる個人情報の内容、件数、事故の発生場所、発生

状況を書面により報告し、発注者の指示に従わなければならない。 

２ 受注者は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、発注者その他の関係者と

の連絡、証拠保全、被害拡大の防止、復旧、再発防止の措置を迅速かつ適切に実施するた

めに、緊急時対応計画を定めなければならない。 

３ 発注者は、本業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応じて当

該事故に関する情報を公表することができる。 

（契約解除） 

第１２条 発注者は、受注者及び業務従事者が本特記仕様書に定める義務を履行しない場

合、又は個人情報の保護に関する法律、行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律若しくは宗像市個人情報の保護に関する法律施行条例に違反し

たときは、本特記仕様書に関連する委託業務の全部又は一部を解除することができる。 

２ 受注者及び業務従事者は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合にお

いても、発注者に対して、その損害の賠償を請求することはできないものとする。 

（損害賠償） 

第１３条 受注者及び業務従事者の故意又は過失を問わず、受注者及び業務従事者が本特
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記仕様書の内容に違反し、又は個人情報の保護に関する法律、行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律若しくは宗像市個人情報の保護に関する

法律施行条例に違反し、又は怠ったことにより、発注者に対する損害を発生させた場合は、

受注者及び業務従事者は、発注者に対して、その損害を賠償しなければならない。 

（罰則） 

第１４条 受注者及び業務従事者は、この委託業務において、個人情報を他人に知らせ、又

は不当な目的に使用してはならない。違反して個人情報を他人に知らせ、又は不当な目的

に使用した場合には、個人情報の保護に関する法律又は行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する法律の規定による罰則が適用される。 

 （その他） 

第１５条 前各条以外の事項については、個人情報保護のために必要な限度において、発注

者の指示に従わなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 


